
1 

 

 

令和８年８月１８日 

〒104-0061 

 東京都中央区銀座 5-14-10 第 10 矢野新ビル 2F 

 株式会社 KONGOU 御中 

 

特定非営利活動法人消費者被害防止ネットワーク東海 

理事長  荻原 典子 

     （連絡先）〒461-0001 名古屋市東区泉一丁目 7-34 荘苑泉 3C 

                事務局長 伊藤 英樹 

         （TEL:052-734-8107、FAX:052-734-8108） 

 

申 入 書 

  

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 当団体は、消費生活に関する情報の収集及び提供、消費者の被害の防止及び救

済などを目的とし、消費者団体や消費者問題に取り組む弁護士・消費生活相談員

等の専門家、研究者、一般消費者等によって構成され、平成２２年４月１４日に

消費者団体訴訟制度の的確消費者団体として消費者契約法１３条の内閣総理大

臣の認定を受けている特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）です。 

 貴社が使用している「AUN’S GYM 利用規約」につき、今般、消費者保護の観

点から検討致しました結果、消費者契約法及び景品表示法に鑑み、消費者の利益

を害し不当ないし不適切と思われる記載がありました。 

 つきましては、別紙のとおり、是正の申入れをしますので、ご検討の上、貴社

の見解や対応につき、令和８年９月１８日までに上記連絡先宛書面にてご回答

くださいますようお願い致します。 

 なお、本申入れの内容、申入れに対する貴社のご回答の有無、内容及び本申入

れ以降の経緯・内容等については、消費者被害発生防止の観点から、当団体のホ

ームページその他適宜の方法により公表することがありますことを申し添えま

す。 

 

敬具 
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申 入 事 項 

 

第１ 申入れの趣旨 

 １ 貴社の利用規約第４条、５条、１３条、１７条、１８条、２２条を、消費

者契約法８条１項３号に適合するように改訂してください。 

 ２ 貴社の利用規約第２２条（２）第１文について、消費者契約法８条１項１

号・３号に適合するように改訂してください。 

 ３ 貴社の利用規約第１３条（３）第２文について、消費者契約法８条１項２

号・４号に適合するように改訂してください。 

 ４ 貴社の利用規約第１３条（４）について、民法９０条及び消費者契約法１

０条に適合するように改訂してください。 

 ５ 貴社の利用規約第４条（５）、第１１条（１）第６文、第１２条第３文、

第１４条（４）第１文、第２文について、消費者契約法１０条に適合するよ

うに改訂してください。 

 ６ 貴社の利用規約第１４条（５）について、消費者契約法１０条に適合する

ように改訂してください。 

 ７ 貴社の利用規約第１１条（１）第１文について、消費者契約法１０条に適

合するように改訂してください。 

 ８ 貴社の利用規約第１１条（１）第６文について、消費者契約法９条１項１

号に適合するように改訂してください。 

  

  

第２ 申入れの理由  

 １ 利用規約第４条、５条、１３条、１７条、１８条、２２条について 

 （１）貴社の利用規約の記載 

    貴社は利用規約第４条、５条、１３条、１７条、１８条、２２条におい

て、次の条項を使用されています。 

 

第 4 条 

(1)会員は、入会に際して申告しまたは提供する情報について、正確であること

を保証するものとします。申告提供した情報が不正確であったことにより申込

者が被る損害について本施設および当社は一切の責任を負わず、また、第三者が

損害を被った場合、申込者はその損害を賠償する責を負います。 

(2)～(5) 略 

 

第 5 条 
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本施設は、スタッフが常に施設内にいるわけではございません。 

本施設を利用する場合は、スタッフの有無に関わらず自己責任において施設を

利用するものとします。 

特に下記の点はご留意ください。 

(1)持ち物の盗難などは、本施設は一切の責任を負いませんので自己管理してく

ださい。 

(2)～(9) 略 

上記に違反した場合は退会処分とすることがありますので、ご注意ください。 

 

第 13 条 

(1)会員は、会員が本施設に持ち込んだ物品について、自己の責任をもって管理

しなければなりません。 

(2)本施設及び運営会社は、故意過失がない限り、会員が施設利用時中に受けた

損害(会員が本施設に持ち込んだ物品が滅失毀損したことを含む)に対し、賠償

義務を負いません。 

(3)本施設の利用に際して生じた紛失については、原則として会員各自の責任と

し、故意又は重過失がある場合を除き、本施設および運営会社は責任を負いませ

ん。 

本施設または運営会社に故意又は重過失が認められる場合であっても、その責

任の範囲は合理的に予見可能であった範囲に限られます。 

(4)忘れ物・放置物については、原則として 1ヵ月保管した後に処分させていた

だきます。 

 

第 17 条 

本施設は、次の各号に該当する者の入場を禁止し、退場を命じ、または施設の利

用を禁じることができます。 

この場合、会員は、利用料金を支払う義務を免れません。また、会員が損害を被

った場合でも、当社はその損害の賠償する義務を負わないものとします。 

(1)入会資格を欠き、又は欠くと疑われる者 

(2)前条に定める禁止事項に違反し、又は違反すると疑われる者 

(3)伝染病に罹患し、又は罹患している可能性高いため罹患者と同程度の隔離措

置が必要な者 

(4)飲酒等により正常な施設利用ができない状態にあると思われる者 

(5)利用料金の滞納がある者 

(6)本規約及び本施設が定めた規則、店舗及び運営会社が定めた細則に従わない

者 
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(7)その他店舗又は運営会社が入場を禁止し、又は退場を命じることが相当であ

ると判断した者 

(8)本施設において運営会社の雇用する者でなく、パーソナルトレーナー契約を

交わしていない者が、本施設または運営会社の許可なく無断でパーソナルトレ

ーニング行為を行うこと 

 

第 18 条 

本施設に在籍するパーソナルトレーナーは、本施設または運営会社が雇用する

ものではなく、本施設内で営業を許可された独立事業者です。 

利用者はパーソナルトレーナーと直接契約するものであり、パーソナルトレー

ナーとの間のいかなるトラブルに関しても、当施設は責任を負いかねます。 

 

第 22 条 

(1)本施設の利用に際して生じた盗難・紛失については、原則として、お客様各

自の自己責任とし、本施設の責に帰すべき事由がない限り会社は責任を負いま

せん。 

会員またはビジターの自己の責に帰すべき原因により、第三者や本施設が受け

た損害については、速やかにその賠償の責に任ずるものとします。 

(2)本施設の利用に際して発生した怪我・病気・事故等については、原則として

会員各自の責任とし、故意又は重過失がある場合を除き、本施設および運営会社

は責任を負いません。 

本施設または運営会社に故意又は重過失が認められる場合であっても、その責

任の範囲は合理的に予見可能であった範囲に限られます。 

 （２）検討 

   ア 消費者契約法８条１項１号は、「事業者の債務不履行により消費者に

生じた損害を賠償する責任の全部を免除」「する条項」を無効と定め、

事業者に債務不履行の事実や、故意・過失又は信義則上これと同視しう

べき事由といった帰責事由がある場合に、事業者が負うべき債務不履

行責任を全部免除する旨の条項を無効と定めています。 

   イ 貴社の利用規約のうち、 

    ・第４条（１）第２文前段 

    ・第５条（１） 

    ・第１３条（３）第１文 

    ・第１７条第３文 

    ・第１８条第２文 

    については、貴社に「過失又は信義則上これと同視しうべき事由」とい
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った帰責事由がある場合にも、債務不履行責任を一切負わないものと

するものであり、消費者契約法８条１項１号に違反しています。 

     よって、貴社の利用規約のうち以上のものを、消費者契約法８条１項

１号に適合するよう改定してください。 

   ウ 消費者契約法８条１項３号は、「消費者契約における事業者の債務の

履行に際してされた当該事業者の不法行為により消費者に生じた損害

を賠償する責任の全部を免除」「する条項」を無効と定め、事業者に故

意・過失のある不法行為責任（民法７０９条）のほか、土地工作物等の

占有者、所有者の責任（民法７１７条）も含め、事業者が負うべき不法

行為責任を全部免除する旨の条項を無効と定めています。 

   エ 貴社の利用規約のうち、上記のものは、貴社に過失や、設置・保存上

の瑕疵がある場合でも、貴社の責任を免責させるもので、消費者契約法

８条１項３号に違反しています。 

     よって、消費者契約法８条１項３号に適合するよう改訂してくださ

い。 

 

 ２ 利用規約第２２条（２）第１文について 

 （１）貴社の利用規約の記載 

    貴社は利用規約２２条（２）第１文において、前掲の条項を使用されて

います。 

 （２）検討 

   ア 消費者契約法８条１項１号及び３号は、前述のとおり、事業者の債務

不履行又は不法行為の場合の事業者の責任を全部免責する条項を無効

と定めています。 

   イ 貴社の利用規約第２２条（２）第１文は、貴社が責任を負う範囲につ

いて、「故意又は重過失がある場合を除き」としており、貴社に軽過失

が認められる場合については、貴社の責任を全部免除する条項となっ

ていることから、消費者契約法８条１項１号・３号に違反しています。 

   ウ よって、消費者契約法８条１項１号・３号に適合するよう改訂してく

ださい。 

 

 ３ 利用規約第１３条（３）第２文及び２２条（２）第２文について 

 （１）貴社は、利用規約第１３条（３）第２文及び２２条（２）第２文におい

て、前掲の条項を使用されています。 

 （２）検討 

   ア 消費者契約法８条１項２号・４号は、事業者の債務不履行又は不法行
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為がある場合（但し、当該事業者又はその代表者・使用者の故意又は重

過失によるもの）に消費者に生じた損害を賠償する責任の一部を免除

する条項を無効と定めています。 

   イ 貴社の利用規約第１３条（３）第２文及び２２条（２）第２文は、前

述のとおり、「本施設または運営会社に故意又は重過失が認められる場

合であっても、その責任の範囲は合理的に予見可能であった範囲に限

られます。」と定めており、貴社に故意又は重過失が認められる場合に

ついて、損害賠償責任の範囲を限定するものであることから、責任の一

部を免除する条項に該当し、消費者契約法８条１項２号・４号に違反し

ています。 

   ウ よって、消費者契約法８条１項２号・４号に適合するように改訂して

ください。 

 

 ４ 利用規約利用規約第１３条（４）について 

 （１）貴社は、利用規約第１３条（４）において、前掲の条項を使用されてい

ます。 

 （２）検討 

   ア 消費者契約法１０条は、「消費者の不作為をもって当該消費者が新た

な消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたものとみなす条

項その他の法令中の公の秩序に関しない規定の適用による場合に比し

て消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加重する消費者契約の条

項であって、民法一条第二項に規定する基本原則に反して消費者の利

益を一方的に害するものは、無効とする。」と定めています。 

   イ 貴社の利用契約第１３条（４）は、忘れ物（遺失物）があった場合、

原則として１か月保管した後に処分するという内容になっているとこ

ろ、かかる内容は、遺失物法の以下の規定に違反します。 

    ・施設で遺失物があった場合、施設占有者は遺失者に返還するか、警察

署長に提出しなければならない（遺失物法１３条第１項、４条第２項。） 

    ・施設占有者は、遺失物を遺失者に返還し、又は警察署長に提出するま

での間、これを善良な管理者の注意をもって取り扱わなければならな

い（同法１５条）。 

     そうすると、貴社の利用規約第１３条（４）は、行政規制としての性

質を有する強行法規としての遺失物法の規定に違反し、また、遺失物の

所有者である消費者の所有権を侵害するものであり、公序良俗に違反

するものとして、無効です（民法９０条）。 

仮に、遺失物法の上記規定を任意規定であると解しても、貴社の上記
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利用規約の規定は、遺失物法の規定に比して消費者の利益を一方的に

害するものとして、無効です。 

   ウ よって、貴社の利用規約第１３条（４）を、民法９０条及び消費者契

約法１０条に適合するよう改訂してください。 

 

 ５ 利用規約第４条（５）、第１１条（１）第６文、第１２条第３文、第１４

条（４）第１文、第２文について 

 （１）貴社は、利用規約第４条、第１１条、第１２条、第１４条について、次

の条項を使用されています。 

 

第 4 条 

(1)～(4) 略 

(5)一旦支払われた利用料金は、法令の定めまたは当社が相当と認める場合を除

き、返還されません。 

 

第 11 条 

(1)退会は月単位で行うことができ、退会をする場合は退会月の前月末日までに

店頭にて手続きと認印による捺印を行わなければなりません。(例:6 月末に退会

の場合、5月末日までに手続きが必要) 

年会費一括支払いキャンペーンとマスター会員プランでのご入会の場合は 1 年

毎の自動更新となり、会員は自己都合の退会により契約を更新せずに解約する

ときは年単位で行うことができます。この場合自動更新となる月の前々月末日

までに退会等の手続きと認印による捺印を行わなければなりません（例:1 月 1

日からの更新を解約する場合、11 月末日までに手続きが必要となります）。 期

限までに解約の申請がない場合、自動的に 1 年間更新され会費の引落しがされ

ます。 

会費の引落し後は、未使用期間に相当する会費の返金は一切認めません。マスタ

ー会員プランを途中解約する場合は、違約金20,000円をお支払いいただきます。 

なお、全てのキャンペーン入会の場合は当該キャンペーンの条件として明示さ

れた一定期間以上の継続が必要となり、例外は認めません。 

(2)～(3) 略 

 

第 12 条 

会員に次の事由がある場合、当社は該当会員を除名処分とします。 

除名処分の効力は除名をしたその日から生じ、除名処分を受けた会員は強制的

に退会となり、全ての「AUN’S GYM」を使用することができなくなります。 



8 

 

なお、除名処分を受けた会員に対しては、前納分または既払分の会費等があって

も、これを返還することはいたしません。 

また、除名処分を受けた会員は、将来にわたり期間の定めなく、全ての「AUN’S 

GYM」への入会はできません。 

(1)本施設において、会員としてふさわしくない言動があったと認めたとき 

(2)会員が虚偽の情報を申告して入会手続きを行ったとき 

(3)利用料金の滞納が 2ヵ月分の金額に達したとき 

(4)会員が破産及び再生の申立準備並びに任意整理に着手したとき(弁護士によ

る介入通知含む) 

(5)会員が本規約及び本施設が定める規則並びに店舗および当社が定める細則

に違反し、その是正が困難であるとき 

(6)会員が法令に違反する行為をしたとき 

(7)その他本施設並びに店舗及び当社が会員としてふさわしくないと判断した

とき 

 

第 14 条 

(1) ク レ ジ ッ ト カ ー ド 決 済 (VISA/JCB/master/Discover/American 

express/Diners 対応)、またはカードをお持ちでない方に限り口座振替としま

す。 

(2)会費の徴収が利用者側の都合により 2 ヵ月以上行われなかった場合は第 12

条に基づく退会となります。 

(3)会費の滞納分については本施設運営会社顧問弁護士より請求させていただ

くとともに、速やかに支払われない場合は同弁護士を代理人として法的措置を

講じます。 

(4)会員は、実際の本施設利用の有無にかかわらず、本規約が定める会費等を全

て支払う義務があります。一旦支払った会費等は本規約の定めがある場合を除

いて返還しません。 

(5)本施設運営会社は、会費等の改定を行うことができます。その場合、改定を

行う各店舗は、適用法令に従うとともに改定料金の初回引落日 2 週間前までに

会員に告知するものとし、以後は改定後の会費等が適用されるものとします。 

(6)会員が会費等その他の債務を、支払期日を過ぎても履行しない場合、本施設

は、会員に対し、未払いの会費等について再度の口座振替もしくはクレジットカ

ードによる決済を行う際または会員がクレジットカードによる決済を行う際

(以下「口座振替等」という)、口座振替等の都度、クラブ所定の金額を口座再振

替等手数料として、会費等その他の債務と一括して、本施設が指定する方法で支

払いを求めることができるものとします。その際の必要な振込手数料等その他
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の費用は、当該会員の負担とします。 

 （２）検討 

   ア 消費者契約法１０条の定めは、前述のとおりです。 

   イ 貴社の利用規約第４条（５）、第１１条（１）第６文、第１２条第３

文、第１４条（４）第１文は、それぞれ、既払いの利用料金（第４条（５））、

会費（第１１条（１）第６文、第１２条第３文、１４条（４）第１文）

について、支払い後や除名処分がなされた場合に、法律の定めや貴社が

相当と認める場合、利用規約の定めがある場合などを除いて一切返金

しないとするものです。 

     これらの利用規約は、会員がサービスを受けられない状況となった

にもかかわらず、サービス提供の対価である会費の支払義務を一切免

除しないとするものであり、双務契約の対価関係を失わせるものとい

えます。 

     したがって、任意規定の適用による場合に比べ、消費者の義務を加重

する条項に該当し、かつ、民法１条２項に規定する基本原則に反して消

費者の利益を一方的に害するものといえ、消費者契約法１０条に違反

しています。 

   ウ よって、利用規約第４条（５）、第１１条（１）第６文、第１２条第

３文、第１４条（４）第１文を消費者契約法１０条に適合するように改

訂してください。 

 

 ６ 利用規約第１４条（５）について 

 （１）貴社の利用規約の記載 

    貴社は、利用規約１４条（５）について、前掲の条項を使用されていま

す。 

 （２）検討 

   ア 消費者契約法１０条の定めは、前述のとおりです。 

    また、民法５４８条の４第１項は、「定型約款準備者は、次に掲げる

場合には、定型約款の変更をすることにより、変更後の定型約款の条項

について合意があったものとみなし、個別に相手方と合意をすること

なく契約の内容を変更することができる。一 定型約款の変更が、相手

方の一般の利益に適合するとき。二 定型約款の変更が、契約をした目

的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相当性、この条の規

定により定型約款の変更をすることがある旨の定めの有無及びその内

容その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであるとき。」とし、 

民法５４８条の４第２項は、「前項の規定による定型約款の変更をする
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ときは、その効力発生時期を定め、かつ、定型約款を変更する旨及び変

更後の定型約款の内容並びにその効力発生時期をインターネットの利

用その他の適切な方法により周知しなければならない。」と定め、民法

５４８条の４第３項は、「第一項第二号の規定による定型約款の変更は、

前項の効力発生時期が到来するまでに同項の規定による周知をしなけ

れば、その効力を生じない。」としています。 

   イ 契約当事者は、契約内容を改訂する旨の新たな合意をしない限り、契

約締結当時の契約内容のみに拘束されます。 

     事業者による会費等の一方的変更条項は、当該契約条項がなければ

消費者に認められていたであろう権利義務関係と比較して、消費者に

不利益な権利義務関係を定めていることになります。 

     すなわち、貴社の利用規約によれば、月単位の会員が退会をする場合

は退会月の前月末日までに退会の手続をする必要があり、年会費一括

支払いキャンペーンとマスター会員プランでの入会の場合は、１年ご

との自動更新となり、自動更新となる月の前々月末日までに退会等の

手続をする必要があります（利用規約１１条（１））。このような規定を

前提とすると、変更後の会費を承認しがたい消費者が契約関係から離

脱する機会を与えられることなく、変更後の会費の支払を強制される

こととなります。 

     したがって、かかる規定は、任意規定の適用による場合に比べ、消費

者の義務を加重する条項に該当し、かつ、民法１条２項に規定する基本

原則に反して消費者の利益を一方的に害するものといえ、消費者契約

法１０条に違反しています。 

    また、本条項は、貴社において会費を自由に変更できるものと解釈さ

れ、変更内容についての定めがなく、民法５４８条の４に反します。 

    民法５４８条の４は、強行規定であり、仮に当事者間の合意があった

としても、本条項は、強行法規違反として無効です。 

   ウ よって、利用規約１４条（５）を消費者契約法１０条に適合するよう

に改訂してください。 

 

 ７ 利用規約第１１条（１）第 1文について 

 （１）貴社は、利用規約第１１条について、次の条項を使用されています。 

 

第 11 条 

(1)退会は月単位で行うことができ、退会をする場合は退会月の前月末日までに

店頭にて手続きと認印による捺印を行わなければなりません。(例:6 月末に退会
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の場合、5月末日までに手続きが必要) 

年会費一括支払いキャンペーンとマスター会員プランでのご入会の場合は 1

年毎の自動更新となり、会員は自己都合の退会により契約を更新せずに解約す

るときは年単位で行うことができます。この場合自動更新となる月の前々月末

日までに退会等の手続きと認印による捺印を行わなければなりません（例:1 月

1 日からの更新を解約する場合、11 月末日までに手続きが必要となります）。 期

限までに解約の申請がない場合、自動的に 1 年間更新され会費の引落しがされ

ます。 

会費の引落し後は、未使用期間に相当する会費の返金は一切認めません。マス

ター会員プランを途中解約する場合は、違約金 20,000 円をお支払いいただきま

す。なお、全てのキャンペーン入会の場合は当該キャンペーンの条件として明示

された一定期間以上の継続が必要となり、例外は認めません。 

(2)～(3) 略 

 

 （２）検討 

   ア 消費者契約法１０条の定めは、前述のとおりです。 

   イ 利用規約第１１条（１）第一文は、退会方法を店頭での手続きに限定

しており、入会は WEB 上で可能であることとの不均衡があります。 

     そもそも民法上も、意思表示の方法には限定がありません。 

     よって、任意規定の適用による場合に比べ、意思表示の方法を限定す

るものとなっている点で、消費者の義務を加重する条項に該当し、かつ、

民法１条２項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害

するものといえ、消費者契約法１０条に違反しています。 

   ウ よって、利用規約１１条（１）第１文を消費者契約法１０条に適合す

るように改訂してください。 

 

 ８ 利用規約第１１条（１）第６文について 

 （１）貴社は、利用規約第１１条について、前掲の条項を使用されています。 

 （２）検討 

   ア 消費者契約法９条１項１号は、「当該消費者契約の解除に伴う損害賠

償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、これらを合算した

額が、当該条項において設定された解除の事由、磁気等の区分に応じ、

当該消費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべ

き平均的な損害の額を超える」条項の法的効力につき、「当該超える部

分」を無効としています。 

   イ 利用規約１１条（１）第１文では、違約金は 20,000 円と記載されて
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いますが、WEB サイト上の記載では、次のとおり、違約金は 22,000 円

となっています。 

 

したがって、違約金の記述を実態に合わせていただく必要があるもの

と思料します。 

また、解約時の月会費の累計と違約金の比較は、次のとおりとなって

います。 
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     以上からすれば、解約月によっては、累積の月会費と違約金の合計金

額が、プラン期間中の会費合計額を超えてしまうケースがあります（プ

レミアムプランで４か月目以降の解約、マスタープランで８か月目以降

の解約。） 

そのようなケースに関しては、消費者契約法９条１項１号に違反する

ものと考えられます。 

   ウ よって、利用規約１１条（１）第６文について、消費者契約法９条１

項１号に適合するように改訂してください。 

 

  

以上 

     


